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議 案 第 36 号

平成28年度北海道一般会計補正予算（第５号）

　平成28年度北海道一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ122,220,836千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ3,020,737,147千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第

１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条　地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。
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第 １ 表

歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
（単位　千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

５ 地 方 交 付 税 652,200,000 55,589 652,255,589

１ 地 方 交 付 税 652,200,000 55,589 652,255,589

７ 分担金及び負担金 13,929,200 4,925,454 18,854,654

１ 分 担 金 1,227,268 2,655,130 3,882,398

２ 負 担 金 12,701,932 2,270,324 14,972,256

９ 国 庫 支 出 金 387,612,452 77,940,593 465,553,045

２ 国 庫 補 助 金 257,335,668 77,940,593 335,276,261

14 道 債 614,796,600 39,299,200 654,095,800

１ 道 債 614,796,600 39,299,200 654,095,800

歳 入 合 計 2,898,516,311 122,220,836 3,020,737,147
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歳 出
（単位　千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 総 務 費 287,365,713 886,000 288,251,713

５ 原子力安全対策費 1,265,185 886,000 2,151,185

３ 総 合 政 策 費 60,414,302 32,844 60,447,146

５ 人口減少問題対策費 8,942,738 32,844 8,975,582

４ 環 境 生 活 費 11,704,937 440,000 12,144,937

５ 生物多様性保全費 455,745 440,000 895,745

６ 経 済 費 166,642,271 192,913 166,835,184

８ 環境・エネルギー費 3,126,014 192,913 3,318,927

７ 農 政 費 137,683,812 70,695,503 208,379,315

１ 農 政 管 理 費 9,523,591 2,230,936 11,754,527

３ 農 産 振 興 費 10,009,047 11,005,704 21,014,751

４ 畜 産 振 興 費 16,741,645 13,908,643 30,650,288

５ 技 術 普 及 費 1,922,411 1,998,702 3,921,113
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款 項 補正前の額 補 正 額 計

８ 農 村 設 計 費 16,122,866 2,002,000 18,124,866

９ 農業農村整備事業費 43,276,597 35,144,518 78,421,115

10 農 業 施 設 管 理 費 19,942,938 4,405,000 24,347,938

８ 水 産 林 務 費 65,067,251 12,350,333 77,417,584

１ 水 産 林 務 管 理 費 7,155,340 387,837 7,543,177

４ 漁 港 漁 村 費 22,060,020 4,727,000 26,787,020

６ 林 業 木 材 費 8,176,272 2,853,133 11,029,405

８ 森 林 整 備 費 10,873,683 3,070,002 13,943,685

９ 治 山 費 9,552,555 684,910 10,237,465

11 道 有 林 費 1,910,726 627,451 2,538,177

９ 建 設 費 245,187,156 37,126,200 282,313,356

１ 建 設 管 理 費 63,558,562 1,518,200 65,076,762

３ 道 路 橋 り ょ う 費 100,322,704 17,916,000 118,238,704

４ 河 川 費 42,078,648 12,460,000 54,538,648
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款 項 補正前の額 補 正 額 計

５ 砂 防 海 岸 費 18,485,982 3,102,000 21,587,982

７ 都 市 環 境 費 7,777,947 2,130,000 9,907,947

11 教 育 費 478,577,051 497,043 479,074,094

４ 高 等 学 校 費 100,209,841 493,543 100,703,384

６ 学 校 教 育 費 1,486,109 3,500 1,489,609

歳 出 合 計 2,898,516,311 122,220,836 3,020,737,147
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起債の目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

自 然 環 境

対 策 費
128,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による（他

の地方公共

団体との共

同発行を含

む。）。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

348,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による（他

の地方公共

団体との共

同発行を含

む。）。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

土 地 改 良

事 業 費
5,183,000 同 上

10％

以内
同 上 16,929,000 同 上

10％

以内
同 上

農用地造成

事 業 費
1,012,000 同 上

10％

以内
同 上 1,413,000 同 上

10％

以内
同 上

農 地 防 災

事 業 費
1,278,000 同 上

10％

以内
同 上 1,552,000 同 上

10％

以内
同 上

直轄土地改良

事 業 費
7,751,000 同 上

10％

以内
同 上 12,156,000 同 上

10％

以内
同 上

水 産 基 盤

整 備 費
6,224,000 同 上

10％

以内
同 上 8,193,000 同 上

10％

以内
同 上

直 轄 特 定

漁 港 漁 場

整備事業費

3,513,000 同 上
10％

以内
同 上 3,717,000 同 上

10％

以内
同 上

治山事業費 4,352,000 同 上
10％

以内
同 上 4,750,000 同 上

10％

以内
同 上

森林整備費 2,852,600 同 上

10％以内

（ただし、

利率見直

し方式で

借り入れ

る資金に

ついて、

利率の見

直しを行

った後に

据置期間を含め50年

以内において、年賦

元利均等償還、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

4,005,800 同 上

10％以内

（ただし、

利率見直

し方式で

借り入れ

る資金に

ついて、

利率の見

直しを行

った後に

据置期間を含め50年

以内において、年賦

元利均等償還、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

第 ２ 表

地 方 債 補 正
（単位　千円）
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起債の目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

おいては、

当該見直

し後の利

率）

おいては、

当該見直

し後の利

率）

直 轄 道 路

事 業 費
22,716,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による（他

の地方公共

団体との共

同発行を含

む。）。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

24,680,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による（他

の地方公共

団体との共

同発行を含

む。）。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

道 路 新 設

改 良 費
5,319,000 同 上

10％

以内
同 上 5,982,000 同 上

10％

以内
同 上

臨時道路整備

特 別 対 策

事 業 費

29,975,000 同 上
10％

以内
同 上 36,431,000 同 上

10％

以内
同 上

直 轄 河 川

事 業 費
9,179,000 同 上

10％

以内
同 上 10,879,000 同 上

10％

以内
同 上

河川改良費 8,018,000 同 上
10％

以内
同 上 12,700,000 同 上

10％

以内
同 上

直 轄 砂 防

事 業 費
1,106,000 同 上

10％

以内
同 上 1,276,000 同 上

10％

以内
同 上

砂 防 費 4,117,000 同 上
10％

以内
同 上 5,435,000 同 上

10％

以内
同 上

海 岸 保 全

事 業 費
1,103,000 同 上

10％

以内
同 上 1,334,000 同 上

10％

以内
同 上

街路事業費 2,267,000 同 上
10％

以内
同 上 3,151,000 同 上

10％

以内
同 上

臨時街路整備

特 別 対 策

事 業 費

1,371,000 同 上
10％

以内
同 上 1,414,000 同 上

10％

以内
同 上

高 等 学 校

施設整備費
4,015,000 同 上

10％

以内
同 上 4,433,000 同 上

10％

以内
同 上
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起債の目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

合 計 614,796,600 654,095,800
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議 案 第 37 号

平成28年度北海道営住宅事業特別会計補正予算（第２号）

　平成28年度北海道営住宅事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ576,000千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ19,105,763千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第

１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条　地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。
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第 １ 表

歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
（単位　千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 国 庫 支 出 金 3,561,882 246,000 3,807,882

１ 国 庫 補 助 金 3,561,882 246,000 3,807,882

７ 道 債 5,445,700 330,000 5,775,700

１ 道 債 5,445,700 330,000 5,775,700

歳 入 合 計 18,529,763 576,000 19,105,763
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歳 出
（単位　千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１ 道 営 住 宅 事 業 費 8,237,635 576,000 8,813,635

１ 道 営 住 宅 事 業 費 8,237,635 576,000 8,813,635

歳 出 合 計 18,529,763 576,000 19,105,763
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第 ２ 表

地 方 債 補 正
（単位　千円）

起債の目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公 営 住 宅

建 設 費
3,481,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

3,811,000

財務省その

他からの借

入れ又は知

事の定める

債券の発行

による。

10％

以内

据置期間を含め30年

以内において、半年

賦元利均等償還又は

知事の定める方法に

よる。ただし、必要

に応じて繰上償還す

ることができる。

合 計 5,445,700 5,775,700
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